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１．はじめに 
 2017 年 9 月 25 日、安倍晋三首相は首相官邸で記者会見を行い、 「再来年（2019 年 10
月）の消費税増税分の、財源の使途変更」や「北朝鮮問題への圧力路線」について、国民
の信を問うとして、衆議院解散を表明した。またアベノミクスの成果や森友・加計問題に
も言及し、2017 年の総選挙を「国難突破解散」と名付けた。9 月 28 日に安倍内閣が閣議
で衆議院解散を決定し、同日召集の第 194 回国会の本会議において衆議院が解散された。 
 筆者は、この選挙の前後に、インターネットモニター調査による「メディアとポリティ
カルコンフリクトに関する調査（事前）（2017 年 10 月総選挙事前調査）」および「メディ

















政党 保守・中道・リベラル 与党・野党 
自由民主党 保守 与党 
希望の党 保守 野党 
日本維新の会 保守 野党 
日本のこころ 保守 与党 
公明党 中道 与党 
立憲民主党 リベラル 野党 
日本共産党 リベラル 野党 


















 少し視点を変えるなら、現在（2018 年 7 月時点）の安倍首相は、2012 年 12 月に自由



















 2017 年 10 月調査から、比例代表で投票した政党と安倍に対する支持との関係をクロス
集計した結果を図３に示す。保守・中道政党に投票した層で安倍支持は、「強く支持」「支
持」を合わせると 50％前後であり、全体平均（34.3％）よりもかなり高い。しかし、リベ
                                                
1 2018 年 7 月 24 日、岸田文雄は総裁選出馬断念を表明した。 
2 朝日新聞社の 7 月世論調査では、「総裁にふさわしい人」の質問に、安倍 54％、
石破 19％、野田聖子 7％、岸田文雄 5%、この中にはいない 33％という結果だっ
た。岸田文雄は 7 月 24 日に総裁選出馬断念を発表した。 














図３ 各政党への投票層における安倍支持（%，N=1380） 図４ 各政党への投票層に 














































 2018 年 6 月 24 日、麻生副総理兼財務大臣は新潟県新発田市で行った講演で、「自民党
















































性別 -0.072 0.116 -0.008 0.008 -0.063 
年代 0.331 0.165 -0.149 -0.358 -0.186 
世帯年収（実） 0.149 0.084 0.069 0.002 0.024 
教育年数 -0.011 -0.059 0.106 -0.004 0 
安倍支持 0.042 0.054 -0.021 -0.03 -0.072 
政治的関心 -0.14 -0.16 -0.125 -0.123 -0.045 
 












性別 男性** 女性***     男性* 
年代 髙年齢*** 髙年齢*** 若年齢*** 若年齢*** 若年齢*** 
世帯年収（実） 高収入*** 高収入** 高収入*     
教育年数   低学歴* 高学歴***     
安倍支持   反安倍*     親安倍** 





 図８は、2017 年 10 月調査における新聞各紙の購読率と、各紙を読んでいる人びとの安
倍支持レベルを示したものである。これによれば、朝日新聞と読売新聞は購読率はほぼ同
じ 14.6%であり、日経新聞がそれに続く 10.1％、毎日新聞は 4.6％である。その内訳は、
朝日が安倍支持 3.5％、安倍不支持が 8.8％（数値はいずれも全体に対して）で、不支持派
に偏っている。反対に読売は支持派が 6.0％に対して、不支持派は 5.4％でわずかに支持派









 図 9 は、テレビの主なニュース番組の視聴率と、その中での安倍支持・不支持の割合を
示したものである。視聴率としては、報道ステーションが31.2%と最高であり、支持7.1％、
不支持派 17.3％と大きく支持派に偏っている。続くニュース 7、ニュースウォッチ９、News 
ZERO も、相対的に不支持派に偏っている。反対に、視聴率は相対的に高くない WBS


















 2018 年 5 月、「Youtube のネトウヨ動画を報告しまくって潰そうぜ」あるいは「ネトウ


















                                                











4.2 ヘイトスピーチはどのくらい認知されているか—2017 年 3 月、7 月意識調査から 
 そこで、本稿では現実の状況を筆者が行った意識調査をもとに考えてみたい。 
 図 11 は、2017 年 3 月と 2017 年 10 月に行った調査9で、ヘイトスピーチ、炎上、デマ・
誤情報に関するソーシャルメディア上での経験を尋ねた結果である。これによれば、問題





図１１ 問題投稿に関する経験（2017 年 3 月、7 月意識調査より，MA，％） 
                                                
9 2017 年 3 月調査：調査主体；遠藤薫，調査対象；全国の 20 歳〜79 歳の男女，
調査方法；インターネットモニター調査（国勢調査による県別、性別、年代別割当），
サンプル数；6446． 















グラフ化したのが、図 12 である。これによれば、3 月調査でも 10 月調査でも、２ちゃん
ねるの利用頻度が高いグループほど、ヘイトスピーチを認知している人の割合が高い。同
様に、自民党支持層ほどヘイトスピーチを認知している人の割合が高い。また、3 月調査
に比べて 10 月調査では認知割合が急増している。 







図１２ 2 ちゃんねる利用／自民党支持とヘイトスピーチの認知（2017 年 3 月、7 月意識
調査より，％）） 
 
4.3 どのように対応すべきか—2017 年 10 月意識調査から 
 ではこのような問題のある言説について、ネットユーザーたちはどのように対応すべき




















































































遠藤薫，2018b，「日本は分断されているか−−2017 年 10 月衆議院選挙に関する調査から−
−」『学習院大学法学会雑誌』53 巻２号（2018 年 3 月），p.43-60 
遠藤薫，2018c，「ヘイトスピーチにどう対応するか−−BAN 祭りを契機として、意識調査
結果から考える—」『iRonna』（2018.7）（7 月 26 日付産経新聞朝刊に要約記事掲載） 
 
【付表１：調査の概要】 









調査実施期間：2017 年 10 月 7 日〜12 日 
 















【付表２：メディアとポリティカルコンフリクトに関する調査（2017 年 10 月総選挙事前
調査）】 
性別 度数 有効％ 累積％ 
男性 815 48.6 48.6 
女性 861 51.4 100.0 
合計 1676 100.0   
 
年代 度数 有効％ 累積％ 
10 代 10 0.6 0.6 
20 代 224 13.4 14.0 
30 代 299 17.8 31.8 
40 代 303 18.1 49.9 
50 代 275 16.4 66.3 
60 代 326 19.5 85.7 
70 代 239 14.3 100.0 
合計 1676 100.0   
 
最終学歴 度数 有効％ 累積％ 
小学校 0 0.0 0.0 
中学校 40 2.4 2.4 
高校 543 32.4 34.8 
短大・高専 286 17.1 51.9 
大学 691 41.2 93.1 
大学院 66 3.9 97.0 
その他 50 3.0 100.0 
合計 1676 100.0   
 
仕事 度数 有効％ 累積％ 
正社員 527 31.4 31.4 





学生・生徒 50 3.0 76.2 
無職 317 18.9 95.1 
その他 82 4.9 100.0 






昨年の世帯年収（税込） 度数 有効％ 累積％ 
２００万円未満 165 9.8 9.8 
２００万円以上～４００万円未満 345 20.6 30.4 
４００万円以上～６００万円未満 344 20.5 50.9 
６００万円以上～８００万円未満 222 13.2 64.1 
８００万円以上～１，０００万円未満 164 9.8 73.9 
１，０００万円以上～１，２００万円未満 54 3.2 77.1 
１，２００万円以上～１，４００万円未満 36 2.1 79.2 
１，４００万円以上 52 3.1 82.3 
わからない／答えたくない 294 17.5 99.8 
合計 1676 100.0   
 
【付表３：メディアとポリティカルコンフリクトに関する調査（事後）（2017 年 10 月総
選挙事後調査）】 
 
 性別 度数 有効％ 累積％ 
男性 680 49.3 49.3 
女性 700 50.7 100 
合計 1380 100   
 
年代 度数 有効％ 累積％ 
10 代 7 0.5 0.5 
20 代 173 12.5 13 
30 代 237 17.2 30.2 
40 代 272 19.7 49.9 
50 代 233 16.9 66.8 
60 代 272 19.7 86.5 
70 代 186 13.5 100 
合計 1380 100   
 
最終学歴 度数 有効％ 累積％ 
小学校 0 0 0 
中学校 30 2.2 2.2 
高校 431 31.2 33.4 
短大・高専 245 17.8 51.2 
大学 578 41.9 93 




その他 40 2.9 100 
合計 1380 100   
 
昨年の世帯年収（税込） 度数 有効％ 累積％ 
２００万円未満 132 9.6 9.6 
２００万円以上～４００万円未満 281 20.4 29.9 
４００万円以上～６００万円未満 293 21.2 51.2 
６００万円以上～８００万円未満 179 13 64.1 
８００万円以上～１，０００万円未満 153 11.1 75.2 
１，０００万円以上～１，２００万円未満 43 3.1 78.3 
１，２００万円以上～１，４００万円未満 35 2.5 80.9 
１，４００万円以上 42 3 83.9 
わからない／答えたくない 222 16.1 100 
合計 1380 100   
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